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【総務部からの伝言板】

・「司法書士法及び土地家屋調査士法の一部を改正する法律案」が令和元年６月６日国会で可決さ

れました。主な内容は別紙のとおりです。法務省のページをご覧下さい。

・日調連第76回定時総会において選挙の結果会長、副会長は以下のとおりとなりました。

　会　長　　國吉　正和（東京会）Ｓ56登録

　副会長　　伊藤　直樹（愛知会）Ｓ58登録　　　　小野　伸秋（岐阜会）Ｓ54登録

　　　　　　野中和香成（福岡会）Ｈ13登録　　　　鈴木　泰介（千葉会）Ｈ９登録
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司法書士法及び土地家屋調査士法の一部を改正する法律の概要

近年，司法書士・土地家屋調査士を取り巻く状況が大きく変化
（例）✔ 簡易裁判所における訴訟代理や成年後見・財産管理業務への司法書士の関与が大幅に増加

✔ ＡＤＲ手続における代理や登記所備付地図の作成等の分野において，土地家屋調査士の活躍の場が拡大
✔ 空家問題・所有者不明土地問題への対応，自然災害における復興支援等に，それぞれ専門家として参画

➡ 業務範囲の拡大や活動範囲の広域化に伴い，司法書士・土地家屋調査士の制度について，以下の課題に対応する必要

近年の状況の変化を踏まえ，司法書士法・土地家屋調査士法について，所要の改正を行う。

専門家としての使命を
明確にする必要

現状に即して，懲戒手続
をより合理化する必要

一人法人を認めることに
よる多様なニーズへの対応が必要

司法書士・土地家屋調査士について，
専門家としての使命を明らかにする規
定を設ける。

➋－１ 懲戒権者を法務大臣に変更
懲戒権者を「法務局又は地方法務局の長」

から「法務大臣」に変更
➡多様な事案について，法務大臣の一元的な
指揮の下で，より適正・迅速な懲戒を実現

➋－２ 除斥期間を新設
懲戒事由の発生から７年経過後は，懲戒手

続を開始しない制度（除斥期間）を新設
➡防御のための長期にわたる資料保管等の
負担を軽減

➋－３ 戒告処分における聴聞を保障
戒告処分(※)においても聴聞手続を必須に

➡戒告処分の影響に鑑み，手続保障を充実
(※)戒告処分：再びあやまちのないよう戒める処分。
業務停止等の効果はない。
➋－４ 懲戒手続中に清算が終了
した法人への懲戒処分を可能に
清算が終了した司法書士法人・土地

家屋調査士法人への懲戒を可能に
➡懲戒逃れを防止

社員が一人の司法書士法人・
土地家屋調査士法人の設立
を可能とする。
➡ 法人運営に関する多様
なニーズに対応

➊ 使命の明確化 ➌ 一人法人の可能化

＊規定のイメージ
▶ 司法書士
「司法書士は，司法書士法の定めるところ
によりその業務とする登記，供託，訴訟
その他の法律事務の専門家として，国民
の権利を擁護し，もって自由かつ公正な
社会の形成に寄与することを使命とす
る。」

▶ 土地家屋調査士
「土地家屋調査士は，不動産の表示
に関する登記及び土地の筆界を明
らかにする業務の専門家として，
不動産に関する権利の明確化に寄
与し，もって国民生活の安定と向
上に資することを使命とする。」

▶ 施行日
公布の日から起算して１年６月を超えな

い範囲において政令で定める日
▶ 経過措置
・施行の際に懲戒手続が開始されていない
場合には，新法施行前の事案にも，新法
の除斥期間を適用

・新法施行前に社員が一人になって解散し
た法人についても，解散後３年以内は，
法人を継続することを許容 など

＊ その他

現状

改正の概要

➋ 懲戒手続の適正・合理化

課題➊ 課題➋ 課題➌

法務省民事局

司47条・調42条等司1条・調1条

司50条の2・調45条の2

司49条3項・調44条3項

司48条2項・調43条2項

司44条・調39条等

【凡例】司1条･･･改正後の司法書士法第1条 調1条･･･改正後の土地家屋調査士法第1条

〔令和元年６月６日成立，令和元年６月１２日公布，令和元年法律第２９号〕



改元から約２ヶ月半経ちました。まだしっく

りこない感じです。

話題の新元号「令和」は庶民の歌集「万葉

集」の一節から引用したもので、国の古典から

の出典は初めてだとか。最近、各国でナショナ

リズムがもてはやされていますが、その影響で

しょうか。元号自体存在している国も世界では

日本だけになっている現状を思うと、いずれ我

が国の元号制度もなくなるのでしょうか。グ

ローバリズムの重要性と共に日本独自の制度や

文化を末永く存続して欲しいと思っています。

我々、土地家屋調査士の業務もどちらかと言

うと、保守的な制度の枠内で維持されて来まし

た。グローバリズムとは遠いところに位置し、

登記とそれに近い制度自体採用している国も少

ないため、できれば、独自の制度文化として、

消えることなく末永い存続を望んでいます。

当会も令和と共に中塚新体制にて起動しまし

た。会長はじめ一新された執行部は爽やかな風

を感じます。70年余の歴史の中で、先人の努力

の基に築かれてきた我が社会的地位を自覚し、

初心に戻る良い機会を改元と共に感じています。

今年の夏も酷暑が予想されるかもしれません

が、皆様、どうかお身体に気をつけて業務に励

んで下さい。

本年度も「会報ながの」を、宜しくお願いい

たします。

会報編集委員長　品田尚志
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